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［凡例］ 

計数については、原則として、表示単位未満を切り捨て、端数調整をしていないため、合計等と一

致しない場合がある。 



 

 

平成３０年度東京都臨海地域開発事業会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象  平成３０年度東京都臨海地域開発事業会計  

 ２ 対 象 局  港 湾 局 

 ３  審査の方法 

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算その他関係書類が、法令に適合し、かつ正

確であることを検証するため、総勘定元帳その他の帳簿及び証拠書類との照合等を行うとともに、

関係部局から決算についての説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

あわせて、事業運営について、経済性の発揮及び公共性の確保の観点からも審査を実施した。 

  ４ 審査の期間  令和元年６月３日から同年８月２８日まで 

  

第２ 審 査 の 結 果 

  １ 決算について 

審査に付された臨海地域開発事業会計の決算その他関係書類は、前記の方法により審査した限

り、重要な点において、法令に適合し、かつ正確であると認められる。 

２ 事業運営について 

（事業概要） 

臨海地域開発事業は、東京港港湾区域及びこれに隣接する地域において、都民生活を支える物

流や魅力ある東京臨海部のまちづくりに資することを目的として、埋立地の造成、整備及び開発

を行っている。 

本会計は、平成１３年度に東京臨海地域全体を総合的・一体的に整備し、開発することを目的

として設置されたものである。 

事業に要する費用の財源は、造成埋立地の処分代金、貸付料、企業債等となっている。 

埋立地の開発について、「東京港における埋立地の開発に関する要綱（変更）」（平成２８年１月）

（以下「要綱」という。）に基づいて埋立地の開発を行っており、２７１ｈａの埋立地を平成２７

年度から令和６年度までの１０年間で開発するとしている。 

 

  



（主要な経営指標等）                      （単位：百万円） 

項目 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

営業収益 16,245 37,852 42,988 12,364 43,796 

営業損益 9,041 △ 5,465 △ 17,028 7,592 7,243 

経常損益 10,390 △ 2,853 △ 14,169 10,388 10,225 

埋立地造成 776,231 746,280 692,644 688,516 659,645 

資産合計 1,045,339 1,036,503 1,042,539 1,043,948 1,035,192 

企業債 187,265 187,265 187,265 187,265 187,265 

資本合計 843,670 835,867 816,970 820,561 829,404 

 

平成２６年度から平成３０年度までの５年間の傾向を見ると、土地の貸付による収入は１００

億円程度で比較的安定しているものの、土地の売却は年度ごとに変動がある。また、平成２７年

度には公共用に供するため売却額を減額したこと、平成２８年度には評価額が原価を下回ったこ

となどに見られるとおり、売却額の減額や土地の評価の影響を受け、営業損益及び経常損益は変

動する。 

 

平成３０年度に行った主な事業実績は、埋立地造成事業では、豊洲・晴海地区の防潮護岸整備

を、臨海副都心建設事業では、有明北地区の基盤整備及び土地区画整理事業等の工事等に対する

開発者としての負担を、土地処分では、臨海副都心用地台場F区画ほかの埋立地（３４，６９１．５７

平方メートル）の処分を行った。 

 

臨海地域開発事業会計は、これまでに企業債を発行して埋立地の造成・整備を進めてきた結果、

平成３０年度末１，８７２億余円の企業債残高となっており、これを令和２年度に８９７億余円、

令和６年度に９７４億余円それぞれ償還する予定となっている。 

今後とも局は、保有する土地の処分等により、着実に資金需要への対応を図り、東京臨海部の

魅力あるまちづくりを行っていくことが求められる。 

 

（参考）臨海地域開発事業会計の仕組み 

・ 埋立地の造成に要する経費（工事費や事業に携わる職員の給料等）は、貸借対照表（Ｐ８）にお

いて、埋立地造成の未成埋立地に計上される。 

・ 埋立地の処分時には、処分原価相当額が、貸借対照表（Ｐ８）埋立地造成の未成埋立地から完成

埋立地へ振替計上されたのち、完成埋立地から損益計算書（Ｐ６）営業費用の埋立地処分原価又は

臨海副都心用地処分原価に振替計上される。 

同時に、処分代金は、損益計算書（Ｐ６）営業収益の埋立地処分収益又は臨海副都心用地処分収

益に計上される。 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）要綱に基づいて開発する２７１ｈａの土地は、埋立地区及び臨海副都心地区に点在している。 
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（図１）埋立地区及び臨海副都心地区 

 
 

埋 立 地 区：    の内側部分（臨海副都心地区を除く） 

臨海副都心地区：    の部分 
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第３ 経営状況の概要 

 １ 経営成績 

  （１）主な経営指標等の推移 

  （単位：百万円） 

項目 平成 26 年度 平成 27年度 平成 28年度 平成29年度 平成 30年度 

営業収益 16,245 37,852 42,988 12,364 43,796 

営業費用 7,203 43,318 60,016 4,771 36,552 

営業損益 9,041 △ 5,465 △ 17,028 7,592 7,243 

営業外収益 4,722 4,763 4,828 4,543 4,828 

営業外費用 3,373 2,152 1,969 1,747 1,845 

 うち企業債利息等 2,926 1,445 1,442 1,442 1,442 

経常損益 10,390 △ 2,853 △ 14,169 10,388 10,225 

特別損失 818 4,948 4,775 7,631 1,383 

当年度純損益 9,571 △ 7,802 △ 18,944 2,757 8,842 

総費用対総収益比率(%)（注１） 54.4 118.3 139.6 83.7 81.8 

営業収益営業利益率(%)（注２） 55.7 △14.4 △39.6 61.4 16.5 

給与費（千円） 859,730 886,711 888,223 915,284 919,730 

職員数（人）（注３） 96 94 93 96 96 

平均年齢（注３） 41歳 5月 41歳 2月 40歳 2月 41歳 6月 42歳 

職員一人当たり給与費（注４） 7,566千円 8,001千円 8,014千円 7,949千円 8,061千円 

埋立地処分面積（㎡） 18,961.91 17,385.65 168,629.96 30,165.93 10,002.66 

埋立地処分収益 

（契約総額） 
6,100 2,919 14,791 168 375 

臨海副都心用地処分面積（㎡） 2,648.66 68,024.98 73,324.51 0  24,688.91 

臨海副都心処分収益 

（契約総額） 
480 25,270 48,737 0 15,825 

  （注１）総費用対総収益比率＝総費用÷総収益 

  （注２）営業収益営業利益率＝営業利益÷営業収益 

（注３）職員数及び平均年齢は、年度末現在におけるものである。 

損益勘定部門職員と資本勘定部門職員を合わせて算定している。 

（注４）職員一人当たり給与費＝（給料＋手当）÷月当たり平均職員数 

（注５）太字は、第２ 審査の結果 ２ 事業運営について（主要な経営指標等）で掲載した指標等

である。 

 

 

 

 



（２）損益計算書の前期比較分析 

（単位：百万円、％） 

 

平成30年度 平成29年度

科目 金額 金額 金額 率
(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

営業収益 43,796 12,364 31,431 254.2 

375 168 206 122.4 

33,585 1,632 31,952 -

3,881 3,878 3 0.1 

5,954 6,685 730△            10.9 △     

営業費用 36,552 4,771 31,780 666.0 

124 1,320 1,195△          90.6 △     

34,134 1,105 33,029 -

2,244 2,298 53△             2.3 △      

48 47 1 2.1 

1 1 0 28.9 

7,243 7,592 349△            4.6 △      -

4,828 4,543 285 6.3 

23 15 7 49.4 

4 2 1 60.4 

4,799 4,524 275 6.1 

1,845 1,747 98 5.6 

1,442 1,442 0 0   

403 304 98 32.2 

10,225 10,388 162△            1.6 △      -

1,383 7,631 6,247△          81.9 △     

- 5,116 5,116△          100   △    

- 2,515 2,515△          100   △    

1,383 - 1,383 -

8,842 2,757 6,084 220.7 -

71,301 68,544 2,757 4.0 -

80,143 71,301 8,842 12.4 -

主な増減の説明

臨海副都心用地賃貸料収益

臨海副都心用地処
分収益における土
地処分実績の増

臨海副都心用地処
分原価における土
地処分実績の増

増（△）減

埋立地処分収益

臨海副都心用地処分収益

埋立地賃貸料収益

埋立地処分原価

臨海副都心用地処分原価

当年度未処分利益剰余金

経常利益

特別損失

過年度損益修正損

その他特別損失

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

埋立地処分損

一般管理費

減価償却費

資産減耗費

雑収益における土
地貸付料の増

雑支出における消
費税雑支出の増

営業外収益

受取利息

一般会計補助金

雑収益

営業利益

-

営業外費用

支払利息及企業債取扱諸費

雑支出



２ 財政状態 

（１）主な経営指標等の推移 

 （単位：百万円、％） 

項目 平成26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

固定資産 112,999 112,457 137,178 124,661 123,856 

 うち投資その他の資産 112,698 112,143 136,760 123,950 122,832 

流動資産 156,108 177,764 212,717 230,770 251,690 

埋立地造成 776,231 746,280 692,644 688,516 659,645 

資産合計 1,045,339 1,036,503 1,042,539 1,043,948 1,035,192 

固定負債 190,924 190,807 219,719 201,949 200,838 

 うち企業債 187,265 187,265 187,265 187,265 187,265 

流動負債 10,744 9,827 5,849 21,436 4,950 

負債合計 201,668 200,635 225,569 223,386 205,788 

資本金 694,732 694,732 694,732 694,732 694,732 

剰余金 148,937 141,135 122,238 125,829 134,671 

資本合計 843,670 835,867 816,970 820,561 829,404 

負債資本合計 1,045,339 1,036,503 1,042,539 1,043,948 1,035,192 

業務活動によるキャッシュ・フロー  15,723 38,093 40,849 12,682 44,784 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 12,064 △ 15,052 △ 10,417 △ 6,896 △7,350 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 55,915 0 0 0 0 

資金増減額 △ 52,255 23,040 30,432 5,786 37,433 

資金期首残高 203,669 151,413 174,454 204,886 210,673 

資金期末残高 151,413 174,454 204,886 210,673 248,106 

経営資本営業利益率(%)（注 1） 1.4 △ 0.8 △ 2.5 1.1 1.0 

経営資本回転率(回)（注 2） 0.03 0.06 0.06 0.02 0.06 

流動比率(%)（注 3） 1,453.0 1,808.8 3,636.7 1,076.5 5,084.3 

自己資本構成比率(%)（注 4） 80.7 80.6 78.4 78.6 80.1 

固定長期適合率(%)（注 5）  85.9 83.6 80.0 79.5 76.1 

有形固定資産減価償却率(%)（注 6）  82.0 83.7 76.3 77.9 77.4 

企業債残高対料金収入比率(%)（注 7）  1,152.7 494.7 435.6 1,514.5 427.6 

企業債平均利率(%)（注 8）  1.4 0.8 0.8 0.8 0.8 

（注１）経営資本営業利益率＝営業利益÷経営資本（負債資本合計－投資その他の資産－未成埋立地） 

（注２）経営資本回転率＝営業収益÷経営資本 

（注３）流動比率＝流動資産÷流動負債 

（注４）自己資本構成比率＝自己資本（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）÷負債資本合計 

（注５）固定長期適合率＝（固定資産＋埋立地造成）÷長期資本（資本金＋剰余金＋固定負債（建設改良等の財源に

充てるための企業債等）＋評価差額等＋繰延収益） 

（注６）有形固定資産減価償却率＝有形固定資産減価償却累計額÷有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価 

（注７）企業債残高対料金収入比率＝企業債年度末残高÷営業収益 

（注８）企業債平均利率＝企業債利息及び企業債取扱諸費÷{（期首企業債残高＋期末企業債残高）÷２} 

（注９）太字は、第２ 審査の結果 ２ 事業運営について（主要な経営指標等）で掲載した指標等である。 

 

 

 



 

（２）貸借対照表の前期比較分析                    （単位：百万円、％） 

 

金額 構成比 金額 構成比 金額  率
(Ａ) （Ｂ） (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

固定資産 123,856 12.0 124,661 11.9 804△         0.6 △     

977 0.1 645 0.1 331 51.4 

建物 245 0.0 245 0.0 0 0   

減価償却累計額 123△         0.0△  119△         0.0△  4△          3.7 

構築物 63 0.0 63 0.0 0 0   

減価償却累計額 53△          0.0△  52△          0.0△  0△          1.1 

機械及装置 70 0.0 52 0.0 18 35.1 

減価償却累計額 49△          0.0△  49△          0.0△  0△          0.5 

車両運搬具 14 0.0 12 0.0 1 10.2 

減価償却累計額 6△          0.0△  5△          0.0△  1△          22.1 

船舶 794 0.1 769 0.1 24 3.2 

減価償却累計額 728△         0.1△  728△         0.1△  0△          0.1 

工具器具及備品 124 0.0 124 0.0 0 0   

減価償却累計額 52△          0.0△  32△          0.0△  20△          63.7 

建設仮勘定 680 0.1 365 0.0 315 86.2 

無形固定資産 47 0.0 65 0.0 18△          27.5 △    

電話加入権 0 0.0 0 0.0 0 0   

その他無形固定資産 47 0.0 65 0.0 18△          27.7 △    

122,832 11.9 123,950 11.9 1,117△       0.9 △     

投資有価証券 106,539 10.3 106,539 10.2 0 0   

年賦未収金 11,290 1.1 12,405 1.2 1,115△       9.0 △     

長期貸付金 5,000 0.5 5,000 0.5 0 0   

その他固定資産 2 0.0 4 0.0 2△          50.0 △    

貸倒引当金 0△          0.0△  0△          0.0△  0 51.7 △    

埋立地造成 659,645 63.7 688,516 66.0 28,870△      4.2 △     

完成埋立地 431,165 41.7 451,539 43.3 20,373△      4.5 △     

220,395 21.3 217,262 20.8 3,133 1.4 

港湾計画埋立地区事業費 90,563 8.7 88,920 8.5 1,642 1.8 

臨海副都心地区事業費 174,779 16.9 172,914 16.6 1,864 1.1 

埋立関連費 1,374 0.1 1,372 0.1 1 0.1 

雑収入 46,321△      4.5△  45,945△      4.4△  375△         0.8 

8,084 0.8 19,715 1.9 11,630△      59.0 △    

臨海副都心地区 8,084 0.8 19,715 1.9 11,630△      59.0 △    

流動資産 251,690 24.3 230,770 22.1 20,919 9.1 

現金預金 248,106 24.0 210,673 20.2 37,433 17.8 

預金 248,106 24.0 210,673 20.2 37,433 17.8 

未収金 1,370 0.1 18,393 1.8 17,022△      92.5 △    

営業未収金 4 0.0 4 0.0 0△          4.3 △     

営業外未収金 263 0.0 233 0.0 30 13.0 

未収消費税還付金 3 0.0 － － 3 － 

その他未収金 1,161 0.1 18,219 1.7 17,058△      93.6 △    

貸倒引当金 61△          0.0△  64△          0.0△  2 3.6 △     

貯蔵品 1 0.0 1 0.0 0△          43.4 △    

前払金 2,188 0.2 1,686 0.2 502 29.8 

前払金 2,188 0.2 1,686 0.2 502 29.8 

18 0.0 12 0.0 6 56.3 

3 0.0 3 0.0 0 0   

1,035,192  100   1,043,948  100   8,755△       0.8 △     -資産合計

その他流動資産

有形固定資産

増（△）減

土地処分による完
成埋立地の減

預金の増

未成埋立地

年賦期限未了埋立地

未収収益

主な増減の説明

投資その他の資産

平成30年度

科目

平成29年度

投資その他の資産
における年賦未収
金の減



 

（単位：百万円、％） 

 

  

金額 構成比 金額 構成比 金額  率
(Ａ) （Ｂ） (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

固定負債 200,838 19.4 201,949 19.3 1,110△       0.5 △     

187,265 18.1 187,265 17.9 0 0   

729 0.1 727 0.1 1 0.3 

12,843 1.2 13,956 1.3 1,112△       8.0 △     

預り保証金 1,553 0.2 1,550 0.1 2 0.2 

その他固定負債 11,290 1.1 12,405 1.2 1,115△       9.0 △     

流動負債 4,950 0.5 21,436 2.1 16,486△      76.9 △    

未払金 3,759 0.4 3,557 0.3 201 5.7 

営業未払金 345 0.0 218 0.0 126 57.8 

営業外未払金 0 0.0 － － 0 － 

埋立造成未払金 3,160 0.3 3,103 0.3 57 1.8 

未払消費税 － － 17 0.0 17△          100   △   

その他未払金 253 0.0 218 0.0 34 15.9 

前受金 － － 0 0.0 0 － 

73 0.0 70 0.0 3 4.5 

1,117 0.1 17,808 1.7 16,691△      93.7 △    

預り金 1 0.0 0 0.0 1 172.6 

その他流動負債 1,115 0.1 17,807 1.7 16,692△      93.7 △    

0 0.0 0 0.0 0 0   

0 0.0 0 0.0 0 0   

205,788 19.9 223,386 21.4 17,597△      7.9 △     -

資本金 694,732 67.1 694,732 66.5 0 0   

自己資本金 694,732 67.1 694,732 66.5 0 0   

固有資本金 157,227 15.2 157,227 15.1 0 0   

繰入資本金 338 0.0 338 0.0 0 0   

組入資本金 537,166 51.9 537,166 51.5 0 0   

剰余金 134,671 13.0 125,829 12.1 8,842 7.0 

資本剰余金 54,527 5.3 54,527 5.2 0 0   

受贈財産評価額 50,476 4.9 50,476 4.8 0 0   

寄付金 120 0.0 120 0.0 0 0   

補助金 177 0.0 177 0.0 0 0   

開発者負担金 3,378 0.3 3,378 0.3 0 0   

その他資本剰余金 374 0.0 374 0.0 0 0   

利益剰余金 80,143 7.7 71,301 6.8 8,842 12.4 

当年度未処分利益剰余金 80,143 7.7 71,301 6.8 8,842 12.4 

829,404 80.1 820,561 78.6 8,842 1.1 -

1,035,192  100   1,043,948  100   8,755△       0.8 △     -

-

-

主な増減の説明

平成30年度 平成29年度 増（△）減

科目

建設改良費等の財源に充てるため
の企業債

年賦未収金の対照
勘定として、その
他固定負債の減

年賦未収金の対照
勘定として、その
他流動負債の減

-

資本合計

負債資本合計

退職給付引当金

その他固定負債

賞与引当金

その他流動負債

繰延収益

長期前受金

負債合計



３ 予算及び決算 

（１）収益的収入及び支出 

収入                                   （単位：百万円、％） 

科目 予算額 決算額 増（△）減額 収入率 増減の説明 

開発事業収益 

 営業収益 

 営業外収益 

特別利益 

45,412 

40,948 

4,463 

0 

48,688 

43,796 

4,892 

0 

    3,276 

    2,847 

428 

△        0 

107.2 

107.0 

109.6 

0  

 

土地処分実績の増 

土地貸付料の増 

 

支出                                   （単位：百万円、％） 

科目 予算額 決算額 不用額 執行率 不用額の説明 

開発事業費用 

 営業費用 

 営業外費用 

 特別損失 

37,627 

35,120 

2,506 

0 

39,835 

36,667 

1,784 

1,383 

△   2,208 

△   1,547 

722 

△   1,383 

105.9 

104.4 

71.2 

- 

 

土地処分実績の増（注） 

消費税雑支出の減による不用 

無償所属換の増 

（注）土地処分収益に対応させて費用を算出するため。 

 

（２）資本的収入及び支出 

収入                                   （単位：百万円、％） 

科目 予算額 決算額 増（△）減額 収入率 増減の説明 

資本的収入 

雑収入 

426 

426 

386 

386 

△       39 

△       39 

90.8 

90.8 

 

負担金収入の減 

 

支出                                   （単位：百万円、％） 

科目 予算額 決算額 
翌年度 
繰越額 

不用額 執行率 翌年度繰越額・不用額の説明 

資本的支出   

埋立事業費 

19,006 

19,006 

7,849 

7,849 

3,144 

3,144 

8,012 

8,012 

41.3 

41.3   

工事の調整の結果による繰越、 

開発者負担金の減による不用 

 

  



４ 参考資料 

（１）長期計画 

埋立地の開発については、東京港第８次改訂港湾計画において計画期間の延長及び土地利用計

画の一部が変更されたこと等に伴い、平成２８年１月に東京港における埋立地の開発に関する要

綱を変更し、これに基づき推進している。 

当該要綱において、平成２７年度から令和６年度までを開発期間と定め、開発予定地を約２７１

ｈａ（利用可能な埋立地約２，７６６ｈａのうち、既開発地約２，４９５ｈａを除いた面積）と

し、埋立地の土地利用計画を明らかにするとともに、その開発の基本方針を定めている。 

開発の実績については、下記のとおりである。 

 

開発計画 
平成 27年度～令和 6年度 

開発実績 
累 計 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 
271ha 29.2ha 5.6ha 0.6ha 58.4ha 

（注）平成２９年度及び平成３０年度に開発実績が低下しているのは、東京 2020 オリンピック・パ

ラリンピック競技大会関連の利用によるものである。 

 

  （基本方針） 

  ア 都市の物流サービスのための用地 

    ふ頭施設等、物流施設の整備を進める。また、耐震性の高い港湾施設を整備する。 

  イ 都市交通体系改善のための用地 

    広域幹線道路等の交通網を整備する。 

  ウ 都市再開発・都市施設のための用地 

    再開発に当たり、事業所等の用地を提供する。また、廃棄物処理施設等の都市施設を整備す

る。 

エ 自然の回復・新しいまちづくりのための用地 

緑化の推進を図りつつ、職・住・学・遊の機能が複合した魅力あるまちづくりを目指す。 

また、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会開催を踏まえ、選手村を整備す

る。 

 

 

 

 

 

 

 



（２）各種明細資料 

（表１）土地処分実績                          （単位：千円） 

 

 

（表２）埋立事業の実績                                          （単位：千円） 

事業名 内容 金額 

埋立地造成事業 豊洲・晴海地区の防潮護岸整備等 1,023,201 

環境整備事業 晴海緑道公園 4,458 

埋立改良事業 道路、橋りょう、公園の改修等 2,378,330 

臨海副都心建設事業 基盤整備、開発者負担金等 2,690,467 

臨海副都心改良事業 埋設物移設等 1,260,662 

埋立諸費 諸調査、人件費等 468,392 

臨海副都心諸費 諸調査等 24,302 

合   計 7,849,815 

 

（表３）給与費明細表                            （単位：千円） 

 

 

 

 

 

件数 面積（㎡）
処分収益

（契約総額）
件数 面積（㎡）

処分収益
（契約総額）

件数 面積（㎡）
処分収益

（契約総額）

埋立地
処分収益

4 10,002.66 375,000 2 30,165.93 168,600 2 △  20,163.27 206,400

臨海副都心
用地処分収益

4 24,688.91 15,825,900 0 0.00 0 4 24,688.91 15,825,900

合計 8 34,691.57 16,200,900 2 30,165.93 168,600 6 4,525.64 16,032,300

平成30年度 平成29年度 増（△）減
処分区分

損益勘定 資本勘定 合　計 損益勘定 資本勘定 合　計 損益勘定 資本勘定 合　計

給  料 248,386 128,824 377,211 249,514 126,326 375,840 1,127 △  2,498 1,371 

職員手当 249,222 147,465 396,687 250,381 136,941 387,322 1,159 △  10,523 9,364 

法定福利費 94,500 51,330 145,831 99,651 52,469 152,120 5,150 △  1,138 △  6,289 △  

計 592,110 327,620 919,730 599,547 315,736 915,284 7,437 △  11,883 4,446 

職 員 数
（人）

64 32 96 64 32 96 0 0 0 

平均年齢

職員一人当
たり給与費

42歳 41歳6月 0歳6月

8,061千円 7,949千円 111千円 

区分
平成30年度 平成29年度 増（△）減



（表４）資本的収支比較表                       （単位：千円、％） 

区分 
平成 30年度 

（Ａ） 
平成 29年度 

（Ｂ） 

増（△）減 

金額 率 

(C)=(A)-(B) (C)/(B)×100 

資本的

収 入 

長期貸付金返還金(注) - 5,000,000  △   5,000,000 - 

雑 収 入 386,847 1,210,355  △     823,507 △      68.0 

計 386,847 6,210,355  △   5,823,507 △      93.8 

資本的

支 出 

埋 立 事 業 費 7,849,815 6,849,811  1,000,004 14.6  

投  資 (注) - 5,000,000  △   5,000,000 - 

計 7,849,815 11,849,811  △   3,999,995 △      33.8 

差引資本的収支 △   7,462,968 △  5,639,456 △   1,823,511 32.3 

（注）長期貸付金返還金及び投資は、東京都政策連携団体である（株）東京臨海ホールディングスへグ

ループファイナンス運営資金として貸し付けたものの返還金及び再度貸し付けたことによる投資

である。 

 

（表５）有利子負債及び支払利息等の状況                     （単位：千円） 

区分 
平成 30年度末

残高(Ａ) 

平成 30年度 平成 29年度末

残高(Ｂ) 

増（△）減 

(Ａ)－(Ｂ) 増加 減少 

有利子

負債 
企業債 187,265,000 0 0  187,265,000 0 

区分 平成 30 年度支払額（Ｃ） 平成 29年度支払額（Ｄ） 
増（△）減 

(Ｃ)―(Ｄ) 

支払 

利息等 

支払利息及 

企業債取扱諸費 
1,442,748 1,442,748 0 

 

（表６）建設改良事業執行状況                          （単位：千円、％） 

区分 予算額（Ａ） 決算額（Ｂ） 
執行率 

(B)/(A)×100 

翌年度への 

繰越額（Ｃ） 

不用額 

(A)-(B)-(C) 

埋立地造成事業 4,087,000  1,023,201  25.0  1,083,357  1,980,441  

臨海副都心建設事業 6,619,747  2,690,467  40.6  147,758  3,781,521  

埋立改良事業その他 8,300,000  4,136,146  49.8  1,913,615  2,250,238  

計 19,006,747  7,849,815  41.3  3,144,730  8,012,201  

 

 

 



（表７）剰余金計算書 

 

 

  

694,732 50,476 120 177 3,378

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

積立金の積立 0 0 0 0 0

694,732 50,476 120 177 3,378

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

694,732 50,476 120 177 3,378

資本金

剰余金

資本剰余金

処分後残高

受贈財産
評価額

寄付金 補助金 開発者負担金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処
分 額

当 年 度 末 残 高

当年度変動額

積立金の使用

資本金への組入

受贈等資本取引

当年度純利益



 （単位：百万円） 

 

  

374 54,527 0 71,301 71,301 820,561

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

（繰越利益剰余金）

374 54,527 0 71,301 71,301 820,561

0 0 0 8,842 8,842 8,842

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 8,842 8,842 8,842

(当年度未処分利益剰余金)

374 54,527 0 80,143 80,143 829,404

剰余金

資本合計
利益剰余金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

減債積立金
未処分利益

剰余金
利益剰余金

合計



（表８）比較キャッシュ・フロー計算書                     （単位：百万円、％） 

 

平成30年度 平成29年度

金額 金額 金額 率
(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

当年度純利益（△は当年度純損失） 8,842 2,757 6,084 220.7 

埋立地処分原価等 35,690 10,105 25,584 253.2 

引当金の増減額（△は減少） 0 8 8△              91.5 △         

受取利息 23△               15△               7△              49.4 

支払利息及び企業債取扱諸費 1,442 1,442 0 0   

未収金の増減額（△は増加） 108 322△              431 133.8 △        

未払金の増減額（△は減少） 144 106 38 35.9 

貯蔵品の増減額（△は増加） 0 － 0 － 

その他流動資産の増減額（△は増加） 0 － 0 － 

その他流動負債の増減額（△は減少） 1 0 0 113.4 

その他固定負債の増減額（△は減少） 2 29 26△              90.4 △         

小計 46,210 14,112 32,098 227.4 

利息の受取額 16 13 3 28.8 

利息及び企業債取扱諸費の支払額 1,442△            1,442△            0 0   

業務活動によるキャッシュ・フロー 44,784 12,682 32,101 253.1 

埋立地の造成等に要する支出 7,951△            8,181△            229 2.8 △          

その他資本収入 601 6,285 5,684△           90.4 △         

その他資本支出 － 5,000△            5,000 100   △        

投資活動によるキャッシュ・フロー 7,350△            6,896△            454△             6.6 

財務活動によるキャッシュ・フロー 0 0 0 － 

37,433 5,786 31,647 546.9 

210,673 204,886 5,786 2.8 

248,106 210,673 37,433 17.8 

資金期首残高

資金期末残高

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増減額（△は減少）

項目

増（△）減

業務活動によるキャッシュ・フロー
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